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を目的に、2012 年 4 月に、千葉商科大学経済研究所内に設置されました。本機構は、こうした趣旨の下での諸活
動を通じて地域社会や国民経済の発展に貢献することをもって、大学の社会的責任を果たすことを使命としていま
す。
日本の総企業数の約 99.7％を占める中小企業（うち、小規模企業数は 84.9％。2021 年版「中小企業白書」付
属統計資料 1 表産業別規模別企業数参照）の経営支援が日本経済にとって極めて重要であることは明白です。内






















































・機関誌『中小企業支援研究』への投稿：研究員の研究成果を発表する場として、機関誌 ( 年 2 回発行 ) に寄
稿することができる。掲載原稿の選定は機構「編集委員会」が行うものとし、執筆者には機構運営委員会が定
める所定の原稿料を支払うものとする。
・学内施設の使用：研究調査活動等を目的として、申請により経済研究所施設内の「研究ブース」を使用する
ことができる。
3. 研究員の申請
・本学大学院修士課程の中小企業診断士養成プログラム修了生であり、且つ機構一般客員研究員として必要な
品位・人格を備えていると認められる者は、所定の申請書及び同プログラム担当教授の推薦により研究員に申
請することができる。委嘱期間は当該年度内とし、継続の都度、申請書を提出する。
　但し、研究員が研究活動及び研究員会議や経済研究所主催のシンポジウム等各種事業、機関誌への寄稿等の
参画実績がない場合は、運営委員会に諮った上で次年度の申請を受理しないことがある。
＜『中小企業支援研究』の投稿について＞
　本誌の投稿者は、基本的に機構研究員の他に編集委員会が依頼した者とします。本誌に日頃の研究調査活動の成
果・実績等の発表を希望する研究員は、毎年 3 月に実施する次年度の事業活動意向調査によりお申し込みください。
但し、応募者多数の場合は、編集委員会の審査を経て依頼者を決定します。
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